
かき.らず，かっその軌間についても制約がない。しかしながら

これらの区別は原則的なもので，すべてのものには該当しない。

両者の区別は，正確には地方鉄道は地方鉄道法の適用を受ける

ものであり ，軌道は軌道法の適用を受けるものであるとの法制

上の区別によるほかはない。たとえば東京の地下鉄は地方鉄道

法にもとづき免許された地方鉄道であるが， 大阪の地下鉄は軌

道法によって特許された軌道である。

(4) 11\\軌条電車事業一般交通の朋に供する然軌条電車によ

り，人または物品の巡送を引き受ける事業である。無軌条電車

とは道路または専用道において軌条を用いず架線による電気を

動力として車両を運転する ものをし、う。一般交通の用に供する

軌道に準ずるもの(軌道に準ずべきものを定める件 昭和 22 年

巡輸 ・ 内務省令第 2 号)であり，軌道法が準用 される。

(5) 自動車運送事業 後述の経車両運送事業とともに，道路

を通践とする交通信量l測によるもので， 道路運送事業の 1 つであ

って，他人の需要に応じ自動車を使用して， 有償で旅客または

貨物を運送する事業である(道路運送法 〔昭和 26 年法律第 183

号〕第 2 条第 2 項)。

自動車とは道路辿送車両法 (Uß荊126 年法律W; 185 号)第 2 条

の L軌条も し くは架線を用いず，原1f!)j般により またはこれによ

り率引(けんいん)して陵上を移動させる用具で，原動揺量付自

転車以外のもの1 をいう。 これは特定の者の需姿に応じ，一定

の範聞の旅客または貨物を主I!送する特定自動車道i送事業と ， 不

特定多数人の需要に応じ， 旅客または貨物を運送する一般自動

車主I!送事業とに大別される。一般自 E効率運送事業はさらに路線

事業とその他の事業とに分れる。路線事業には路線を定めて定

期に巡行する自動車に より， 架合旅客を運送する一般乗合旅客

自動車巡送事業(いわゆるパス事業)と ， 積合貨物を運送する一

般路線貨物自動車巡送事業とがある。その他の事業には， つぎの

ような旅客を運送するものと，貨物を運送するもの とがある。

ア 旅客を運送するもの 1簡の契約で， 乗車定員が 11 名以

上の自動車を貸切って旅客を運送する一般貸切旅客自動車運送

事業と ， 乗車定員 10 人以下の自動車を貸切って旅客を主I!送す

る，一般乗用旅客自動車運送事業(~、わゆるハイヤ ー・ f;!l シ

一事業)とがある。

イ 貨物を運送するもの 最大獄微量 3 t 以上の自動車で貨

物を運送する，一般路線貨物自動車巡送事業以外の一般区域貨

物自動車運送事業と称する ものと ，最大積載iü: 2 t 以下の自動

車により 貨物を運送する，一般小型貨物自動車巡送事業とがあ

る。

(6) 軽耶商運送事業 他人の需要に応じ軽車両を使用して ，

有償で旅客または貨物を運送する事業をいう(道路運送法第 2

条第 5 項)。軽車両とは道路運送車両法による原動後付自転車

および馬車 ・ 人力JII . リヤ カ一等の戦車両を L 、う。

(7) その他の事業 陸上交通事業には， 以上のほかつぎの よ

うなものがある。

ア 自動車道部業 自動車交通の専用に供するため一般自動

車道を設位し， その使用料を収受する事業で為る。一般自動車

道とは， 事業用自動車の専用に供する道以外の自動車交通の専

用に供する道をし、う。

イ パイプ運送事業パイプ(管)により主として液体の運送

を引受ける事業である。外国における石油輸送管はその代表的

なものであるが， わが国にはあまり 例がない。したがってこれ

に対する監督法規もない。ー」陸連。陸上運送。(紋山太郎)

りくじよう こ うつうじぎょうちょうせいほう 陸上交通事
業調整法 陸上交通事業相互聞の連絡統ーをはかり ， 競争の

りくじよう こ

弊を除 くこ と により ， これら交通事業の健全な発達を確保 し，

もって公益を増進することを目的とする法律 (1昭和 13 年法律第

71 号) 。

1 沿革

昭和の初期ころからわが国の地方鉄道，軌道が， とくに都市

において顕著に発達したが，そのため交通機関の乱立の弊があ

らわれ，その後いちじるしく伸展した自動車運送事業も加わっ

て各極交通路闘相互の競争が激化し，その結巣経営困難をきた

すものが続出した。 こ のため陸上交通事業を調整し， 需要者の

便益をはかるとともにこ霊投資を避けようとする世論が高ま っ

てきた。 すなわち鉄道同志会， 東京商工会議所等民悩JBl体が，

この問題に関して政府に建設際的をしたのを始めと し， 国会で

も論議され， 第 71 帝国議会に談員立法による 交通機関調整法

案が提出されたが，これは察殺未了に終った。政Hはこの調整

問題については， 当初は各交通般闘の自主的統制を勧奨する立

場をと っ ていたが， 図が大局的見地から公正妥当な計画を定め

るべきであり ， したがって強力な立法措置が必要であるとの声

が次第に強くなってきたので， 昭和 12 年政府提案をもって法

制l化すること に決し， 第 73 帝国談会に本法案を提出し， 翌昭

和 13 年成立した。

本法は昭和 13 ・ 4 ・ 2 公布，同年 8 ・ 1 施行され， 本法にもとづ

く交通事業調整委員会も同時に発足した。か くして東京 ・ 大

阪 . ZI山 ・ 香川 ・ 福岡の各地方の交通調整案が審議され， その

他の地方においても，本法の題旨にそって交通調整が進められ

つつあった。しかし戦後は，本法の運用にi刻する主務大臣の諮

問機関である交通事業調整審議会が，その設置上の根拠法規た

る総理府設置法の改正 ("ß和 25 ・ 3) に より ， 総理府の付属燦i其1

から削除されたので， 本1去の事実上の運用は停止されている。

2 内容

( 1 ) 調整の対象 地方鉄道事業，軌道事業， 路線を定める一

般旅客自動車道i送事業(一般乗合自動車巡送事業)その他勅令

(政令)をもって指定する事業であり ， その具体的極類および範

囲については， 主務大臣(運輸大臣ま たは五I!輸大臣および建設

大臣)が変通事業調整若手議会(以下単に審議会という) の窓見

を徴して決定する(第 1 ・ 2 条)。

(2) 調整の区域 主務大臣が若手級会の意見を徴して決定する

が，それは行政区以と関係なく行われる (第 2 条)。

(3) 調整の方法 会社の合併または設立 ・ 事業の簸渡または

譲受 ・ 事業の共同経営・ 事業の管理の受委託 ・ 連絡線路その他

設備の新設 ・ 変更または共用 ・ 運賃または料金の制定 ・ 変更ま

たは協定 ・ 運輸上の協定等のう ちから主務大臣が審議会の意見

を徴して決定し，これを交通事業者に勧告(会社の合併または

設立のみ)または命令する(第 2 条)。

(4) 交通事業制獲若手設会 調整区域 ・ 調技方法等具体的調整

方策決定の際の運輸大臣の諮問機関である。若手議会に関する規

定は政令で定められ， 会長(内閣総1m大臣) ， 副会長 (運輸大臣

・ 建設大臣) ， 蚤員 35 人以内で組織される(第 4 条， 交通事業

調整若手議会令)。

(5) 協定の認可および裁定 交通事業者が勧告により 主務大

臣の指定する期間内に協定をしたときは， その協定について認

可を申諮しなければならない。命令を受けたときは， 指定期間

内に協定をして認可を申請しなければならないが， 協定が成立

しないときは主務大臣が裁定する。 Z拝業譲渡の価格等金銭的l問

題については， さらに裁判所に出訴することができる(第 3 ・ 10

条)。

(6) その他 第 3 条(勧告または命令による協定の認可)




